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Ⅰ　総　括

 1. 本会を組織する市町等の数

 2. 会員の数及び給料月額並びに財源率

 3.　会議に関係する事項

(1) 理事会の開催

令和3年 ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

 5月 14日（金） 招集の決議について

 6月  3日（木) ・ 令和2年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業報告及び決算の承認について

・ 令和2年度一般財団法人三重県市町職員互助会

公益目的支出計画実施報告書の承認について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

招集の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員の

候補者の選出の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会理事及び監事の

候補者の選出の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会理事長及び常務

理事の候補者の選出の決議について

・ 理事長による自己の職務の執行の状況の報告に

ついて

・ 常務理事による自己の職務の執行の状況の報告

について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

みなし決議について

 6月 28日（月) ・ 理事長の選定の決議について

・ 常務理事の選定の決議について

12月 24日（金） ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

招集の決議について

令和３年度一般財団法人三重県市町職員互助会事業報告

区分
令和３年度 令和２年度

事業計画 決算 比較増減 決算 比較増減

町 15 15 0 15 0

市 4 4 0 4 0

その他 1 1 0 1 0

一部事務組合等 18 18 0 19 0

区分 令和３年度 令和２年度 比較増減

会員数 5,267人 5,257人 10人

計 38 38 0 39 0

掛　金 6/1,000 6/1,000 －

開催年月日 開催場所 主な審議事項

平均給料月額 300,269円 302,311円 △ 2,042円

負担金 4/1,000 4/1,000 －

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

書面によるみな
し決議

書面によるみな
し決議

1



令和4年 ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

 2月  4日（金） 招集の決議について

 2月 17日（木） ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

関する規程の一部改正の決議について

・ 令和4年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業計画及び収支予算の承認について

・ 理事長による自己の職務の執行の状況の報告に

ついて

・ 常務理事による自己の職務の執行の状況の報告

について

・ 公益目的支出計画の変更について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員会の

決議事項について

(2) 評議員会の開催

令和3年 ・ 理事の選任について

 5月 14日（金）

 6月 28日（月） ・ 令和2年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業報告及び決算の承認について

・ 令和2年度一般財団法人三重県市町職員互助会

公益目的支出計画実施報告書について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会評議員の

選任の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会理事及び監事の

選任の決議について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会理事長及び常務

理事の候補者について

・ 一般財団法人三重県市町職員互助会理事会の

みなし決議について

12月 24日（金） ・ 評議員の選任について

令和4年 ・ 一般財団法人三重県市町職員互助会公益事業に

 2月 17日（木） 関する規程の一部改正について

・ 令和4年度一般財団法人三重県市町職員互助会

事業計画及び収支予算について

・ 公益目的支出計画の変更について

(3) 監査の実施

　　・平成23年 ５月　　　平成22年度収支決算について　　　

令和3年 ・ 令和2年度監査

 5月 21日（金）

開催年月日 開催場所 主な審議事項

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

書面によるみな
し決議

三重県自治会館

開催年月日 開催場所 主な審議事項

三重県自治会館
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(4) 全国市町村職員互助団体連絡協議会研究会等への出席状況

令和3年

 4月 8日（木）

 4月12日（月） ・ 令和2年度事業報告につ

いて

・ 令和2年度収支決算につ

いて

・ 令和3年度事業計画及び

予算について

・ 次期役員の選任について

 7月 8日（木）

 7月 27日（火） ・ 各互助団体からの現状報告

・ 各府県から提出された議題

についての意見交換

 9月  2日（木) ・ 各府県提出議題協議

主な提出議題

①会計年度任用職員関連

②新型コロナウイルス関連

ほか

10月21日（木) ・ 各互助団体提出課題に関する

　状況調査（アンケート）

主な提出議題

①短時間勤務職員（パート

　タイム会計年度任用職員）

　関連

②押印の見直し（廃止）関連

ほか

(5)諸会議の開催

令和3年 　担当者事務打合会 ・ 互助会調定関係

11月 4日（木） ・ 互助会事業について

Ⅱ　事業の実施状況

 1. 公益事業（負担金を財源とした事業）

　　地方自治の振興を図るとともに不特定多数の者の利益の増進に資するため次の事業を

行った。ただし、令和３年度においては、令和２年度に引き続き新型コロナウイルス感

染防止対策のため地域イベントが縮小開催や中止となったことから、助成金の限度額に

ついて、地域振興助成金及び防災支援助成金の合計額6,000,000円を限度とした。

開催年月日 開催場所 会議の名称 内容等

東京都 　総会

福岡県  全国事務研修会

(中止)

滋賀県  東海・近畿地区業務

（中止）

（書面開催） 　役員会

 研究会

開催年月日 開催場所 会議の名称

岡山県  西日本地区業務

（オンライン開催） 研究会

広島県  全国業務研究会

協議事項

三重県自治会館

（書面開催）
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(1) 地域振興助成金

　　地域の特性を活かした公益的な事業、地域住民の交流や文化継承への貢献活動など地

域住民を対象とした事業を実施した会員市町等に対して助成金を交付した。

● 申請　　　　12団体 円

● 交付 12団体 円

(2) 防災支援助成金

　　地域の安全・安心を確保・維持するために必要なハード整備、ソフト事業を実施した

　会員市町等に対して助成金を交付した。

● 申請　　　　22団体 円

● 交付 22団体 円

34,249,493

33,801,950

単位：円

団体名 事　業　内　容 申請額 交付額

鳥羽市 図書館図書備品等整備事業 3,000,000 3,000,000

菰野町 菰野町住民参加型地域づくり交流事業 2,200,000 2,200,000

朝日町 博物館展示会事業 4,049,493 3,601,950

熊野市
全日本ガールズソフトボールリーグ開催費
補助金
日本男子ソフトボールリーグ開催費補助金

3,000,000 3,000,000

東員町 文化事業イベント（自主文化公演） 3,000,000 3,000,000

玉城町
玉城町自治区活性化事業
玉城町地域振興イベント等支援事業

3,000,000 3,000,000

度会町 度会町地域振興事業 3,000,000 3,000,000

川越町
川越町あいあいホール自主事業（文化振興
事業）

3,000,000 3,000,000

多気町 公共図書館図書購入事業 4,000,000 4,000,000

南伊勢町
企業版ふるさと納税を活用した「移動式木
造住宅」整備事業

3,000,000 3,000,000

合計 12団体 34,249,493 33,801,950

御浜町 御浜町地域振興事業 2,000,000 2,000,000

紀宝町 第20回光の祭典ｉｎ紀宝 1,000,000 1,000,000

93,274,312

92,809,371
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鳥羽市 防災対策事業 3,000,000 3,000,000

熊野市

１．停電時避難誘導街灯設置事業
２．ＤＯＮＥＴを活用した津波予測伝達シ
ステム整備事業
３．災害時非常食・飲料水整備事業
４．一人ひとりの津波避難計画作成事業
５．木本中学校避難所運営マニュアル作成
事業
６．防災行政無線戸別受信機（防災ラジ
オ）配布事業

3,000,000 3,000,000

単位：円

団体名 事　業　内　容 申請額 交付額

東員町
①東員町防災活動事業補助金
②東員町災害対策用物品購入

3,000,000 3,000,000

菰野町 防災支援（資機材助成）事業 3,800,000 3,800,000

いなべ市

災害対策用備蓄資材購入事業
自主防災活動事業
災害時要配慮者避難支援用品購入事業
家具転倒防止金具取付事業
自主防災組織訓練・研修補助金事業
児童安全対策事業

6,000,000 5,645,830

志摩市 災害対策用備蓄食料購入事業 6,000,000 6,000,000

多気町
防災備蓄品整備事業
自主防災組織整備事業補助金

2,000,000 2,000,000

明和町
防災行政無線屋外拡声子局鋼管柱更新事業
避難所表示看板設置事業

6,000,000 6,000,000

朝日町 朝日町防災関連事業 1,899,312 1,823,372

川越町 災害時備蓄品 3,000,000 3,000,000

度会町 度会町防災対策事業避難所等資機材整備他 3,000,000 3,000,000

御浜町 地震対策事業 4,000,000 4,000,000

大台町
防災・行政情報配信システム整備事業
防災用備蓄品購入事業

6,000,000 6,000,000

玉城町 防災対策環境整備事業 3,000,000 3,000,000

大紀町 防災避難所整備事業 6,000,000 6,000,000

南伊勢町 防災備蓄備品整備事業 3,000,000 3,000,000

紀宝町
１．非常食・備蓄品の整備
２．防災公園トイレの整備

5,000,000 5,000,000

木曽岬町
木曽岬町防災行政無線情報配信システム整
備業務

3,000,000 3,000,000
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 2. 給付事業（掛金を財源とした事業）

　会員及び被扶養者の福祉の増進に寄与するため次の給付を行った。

単位：円

　 病気、負傷等で入院したとき

・ 会員　　 件 円

2,000円 × 日

・ 配偶者及び子

　　　　  件 円

1,300円 × 日

会員が婚姻したとき

　 件 円

  会員が婚姻し、満25年を迎えたとき

件 円

会員及び会員の配偶者が出産したとき

件 円

会員の扶養家族が小学校及び中学校に入

学したとき

件 円

会員の扶養家族が中学校を卒業したとき

件 円

会員、会員の配偶者及び家族が死亡した

とき

・ 会員 円

件 円

・ 配偶者及び子 円

件 円

・ 実父母 円

件 円

会員がリフレッシュのため宿泊施設等を

利用したとき

平均支給額　 9,244円

三重県三重郡
老人福祉施設

組合

災害時の福祉避難所用備蓄品・備品等の購
入

4,575,000 4,540,169

わたらい老人
福祉施設組合

令和３年度福祉避難所及び２次避難所防災
対策事業

6,000,000 6,000,000

紀北町
令和３年度災害対策事業
令和３年度海山総合支所管理事業

6,000,000 6,000,000

紀南病院組合 防災用備品整備事業 6,000,000 6,000,000

入院見舞金 10,498,000 5,465,200

157

合計 22団体 93,274,312

2,964,000

92,809,371

区分 事業計画額 決算額 説　　　　　明

1,482

148 2,501,200

銀婚祝金 3,240,000 2,400,000

1,924

結婚祝金 5,250,000 5,300,000

106 × 50,000

入学祝金 4,730,000 4,380,000

× 30,000

出産祝金 6,750,000 6,870,000

229 × 30,000

80

237 × 10,000

弔慰金 3,020,000 2,350,000

438 × 10,000

卒業祝金 2,520,000 2,370,000

150,000

3 × 50,000

1,800,000

90 × 20,000

400,000

4 × 100,000

活力づくり
補助金

47,232,000 15,965,000

1,727件
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会員が互助会契約の施設を利用したとき、

補助券を配布（1枚2,000円）
(但し東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾘｿﾞｰﾄ：3,000円、名古屋港：一部1,800円）

・ ナガシマリゾート　　 枚

・ 鈴鹿サーキット　　　 枚

・ 鳥羽水族館 枚

・ 志摩スペイン村　　　　　 枚

・ 東京ディズニーリゾート　　　　　　　枚

・ 海遊館 枚

・ ラグナシア 枚

・ アドベンチャーワールド 枚

・ 名古屋港水族館 枚

枚

会員及びその家族を対象に各種法律上の

相談に応じるため、弁護士による法律相談

を実施した。相談件数は2件であった。

 3. 厚生事業（負担金を財源とした事業）

　  会員の心身の健康保持及び活力の向上を図るため次の事業を行った。

(1) 職場研修助成金

　　所属長等が職員を対象に研修事業を実施したとき、費用の一部を補助した。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

(2) メンタルヘルス事業

①相談事業

　会員の職場及び健康等に関する不安や悩みに応じるため、２ヶ月に1回、三重県自治

会館内に相談室を設置しカウンセラーによる面談を実施した。

件数 3 件

金額 円

②研修講師派遣事業

　職員を対象とした研修を実施する会員団体に対して講師を派遣し、研修に要する費

用の一部を助成した。

件数 件（4団体）

金額 円

(3) カウンセリング事業

　　会員団体における職員の健康管理対策の一環として職員を対象にカウンセリングを

実施した。

人数 212人（145時間）

団体数 4団体（2市、1町、1一部事務組合）　

金額 円

用補助金

60

8

183

契約施設利 5,000,000 966,410

10

52

47

100

13

3

31 178,161

5,523,000

(合計） 476

法律相談 121,000 22,000

1,167,680

69,300

4

371,360
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 4. 福利事業（掛金と負担金を財源とした事業）

  　会員の公務に対する意欲や働きがいを向上させるため、次の事業を行った。

(1) 健康づくり補助金　（財源内訳：掛金40％　負担金60％）

　　会員自らが健康の保持・増進に努めるために実施した次の事項に対して、費用の一

部を補助した。

①各種健康診断補助金

　健康診断受診に要する費用の一部として会員一人あたり7,000円を上限に補助。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

②予防接種補助金

　インフルエンザの予防接種に要する費用の一部として会員一人あたり3,000円を上限

に補助。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

 (2) 自己実現支援補助金　（財源内訳：掛金60％　負担金40％）

　会員が自己啓発のために要する費用の一部として会員一人あたり費用の2分の1で

 3,000円を上限に補助した。

件数 件 平均支給額 円

金額 円

2,258 5,703

82 2,799

229,500

12,877,600

1,736 2,737

4,752,400
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　　記載すべき事業はありません。

附 属 明 細 書
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（単位：円）

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 175,548,907 71,270,038 104,278,869

譲渡性預金 300,000,000 300,000,000 0

流動資産合計 475,548,907 371,270,038 104,278,869

2．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 20,000,000 20,000,000 0

基本財産合計 20,000,000 20,000,000 0

(2) その他の固定資産

基金積立資産 750,000,000 863,567,774 △ 113,567,774

出資金 100,000 100,000 0

その他の固定資産合計 750,100,000 863,667,774 △ 113,567,774

固定資産合計 770,100,000 883,667,774 △ 113,567,774

資産合計 1,245,648,907 1,254,937,812 △ 9,288,905

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 83,322,162 59,147,259 24,174,903

流動負債合計 83,322,162 59,147,259 24,174,903

負債合計 83,322,162 59,147,259 24,174,903

Ⅲ 正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 20,000,000 20,000,000 0

2. 一般正味財産

その他一般正味財産 1,142,326,745 1,175,790,553 △ 33,463,808

一般正味財産合計 1,142,326,745 1,175,790,553 △ 33,463,808

正味財産合計 1,162,326,745 1,195,790,553 △ 33,463,808

負債及び正味財産合計 1,245,648,907 1,254,937,812 △ 9,288,905

増減

貸　借　対　照　表

令和４年３月31日現在

科　　　　目 当年度 前年度
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実施事業等会計

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

現金預金 80,071,152 78,038,990 16,881,755

譲渡性預金 0 300,000,000 0

流動資産合計 80,071,152 378,038,990 16,881,755

2．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 0 0 0

基本財産合計 0 0 0

(2) その他の固定資産

基金積立資産 0 0 750,000,000

出資金 0 0 100,000

その他の固定資産合計 0 0 750,100,000

固定資産合計 0 0 750,100,000

資産合計 80,071,152 378,038,990 766,981,755

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

未払金 80,071,152 1,446,000 1,248,000

流動負債合計 80,071,152 1,446,000 1,248,000

負債合計 80,071,152 1,446,000 1,248,000

Ⅲ 正味財産の部

1. 指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0

2. 一般正味財産

その他一般正味財産 0 380,842,242 761,484,503

一般正味財産合計 0 380,842,242 761,484,503

正味財産合計 0 376,592,990 765,733,755

負債及び正味財産合計 80,071,152 378,038,990 766,981,755

公益事業 給付事業 厚生事業

貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和４年３月31日現在

その他 

科　目

12



（単位：円）

掛金 負担金

159,140 232,960 164,910 0 175,548,907

0 0 0 0 300,000,000

159,140 232,960 164,910 0 475,548,907

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 0 0 750,000,000

0 0 0 0 100,000

0 0 0 0 750,100,000

0 0 20,000,000 0 770,100,000

159,140 232,960 20,164,910 0 1,245,648,907

159,140 232,960 164,910 0 83,322,162

159,140 232,960 164,910 0 83,322,162

159,140 232,960 164,910 0 83,322,162

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 0 0 1,142,326,745

0 0 0 0 1,142,326,745

0 0 20,000,000 0 1,162,326,745

159,140 232,960 20,164,910 0 1,245,648,907

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業

 事業会計

13



（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 1,186 1,186 0

基本財産受取利息 1,186 1,186 0

受取掛金 112,508,186 112,853,120 △ 344,934

受取会員掛金 112,508,186 112,853,120 △ 344,934

受取負担金 76,073,468 76,262,746 △ 189,278

受取負担金 76,073,468 76,262,746 △ 189,278

雑収益 593,644 671,493 △ 77,849

受取利息 512,859 594,350 △ 81,491

雑収益 80,785 77,143 3,642

経常収益計(1) 189,176,484 189,788,545 △ 612,061

(2)経常費用

事業費 206,130,771 218,269,809 △ 12,139,038

地域振興助成金 33,801,950 30,924,319 2,877,631

防災支援助成金 92,809,371 99,547,930 △ 6,738,559

入院見舞金 5,465,200 6,634,500 △ 1,169,300

結婚祝金 5,300,000 5,500,000 △ 200,000

銀婚祝金 2,400,000 2,520,000 △ 120,000

出産祝金 6,870,000 5,340,000 1,530,000

入学祝金 4,380,000 4,950,000 △ 570,000

卒業祝金 2,370,000 2,250,000 120,000

弔慰金 2,350,000 2,540,000 △ 190,000

活力づくり補助金 15,965,000 24,895,000 △ 8,930,000

契約施設利用補助金 966,410 708,660 257,750

法律相談事業 22,000 11,000 11,000

職場研修助成金 5,523,000 5,505,000 18,000

メンタルヘルス事業 440,660 320,280 120,380

正味財産増減計算書

令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

当年度 前年度 増減科目
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当年度 前年度 増減科目

カウンセリング事業 1,167,680 1,168,620 △ 940

健康づくり補助金 17,630,000 16,631,700 998,300

自己実現支援補助金 229,500 168,800 60,700

人件費負担金 8,440,000 8,654,000 △ 214,000

管理費 16,509,521 16,653,230 △ 143,709

役員等報酬 153,000 158,000 △ 5,000

会議費 31,750 13,750 18,000

旅費交通費 5,200 2,000 3,200

消耗品費 75,670 42,986 32,684

印刷製本費 0 439,120 △ 439,120

光熱水料費 912,423 907,805 4,618

賃借料 2,699,312 1,615,224 1,084,088

諸謝金 396,000 396,000 0

租税公課 70,450 72,450 △ 2,000

支払負担金 744,167 701,327 42,840

支払手数料 2,107,160 2,023,980 83,180

委託費 873,389 1,628,588 △ 755,199

人件費負担金 8,441,000 8,652,000 △ 211,000

経常費用計 (2) 222,640,292 234,923,039 △ 12,282,747

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 33,463,808 △ 45,134,494 11,670,686

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 33,463,808 △ 45,134,494 11,670,686

一般正味財産期首残高 1,175,790,553 1,220,925,047 △ 45,134,494

一般正味財産期末残高 1,142,326,745 1,175,790,553 △ 33,463,808
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当年度 前年度 増減科目

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 20,000,000 20,000,000 0

指定正味財産期末残高 20,000,000 20,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 1,162,326,745 1,195,790,553 △ 33,463,808

16
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実施事業等会計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 0 0 0

基本財産受取利息 0 0 0

受取掛金 0 112,508,186 0

受取会員掛金 0 112,508,186 0

受取負担金 0 0 76,073,468

受取負担金 0 0 76,073,468

雑収益 0 97,196 417,448

受取利息 0 97,196 415,663

雑収益 0 0 1,785

経常収益計 0 112,605,382 76,490,916

(2)経常費用

事業費 128,721,321 49,464,610 10,085,340

地域振興助成金 33,801,950 0 0

防災支援助成金 92,809,371 0 0

入院見舞金 0 5,465,200 0

結婚祝金 0 5,300,000 0

銀婚祝金 0 2,400,000 0

出産祝金 0 6,870,000 0

入学祝金 0 4,380,000 0

卒業祝金 0 2,370,000 0

弔慰金 0 2,350,000 0

活力づくり補助金 0 15,965,000 0

契約施設利用補助金 0 966,410 0

法律相談事業 0 22,000 0

職場研修助成金 0 0 5,523,000

メンタルヘルス事業 0 0 440,660

公益事業 給付事業 厚生事業

その他 
科　　　目

正味財産増減計算書内訳書

令和３年４月１日から令和４年３月31日まで
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（単位：円）

掛金 負担金

0 0 1,186 0 1,186

0 0 1,186 0 1,186

0 0 0 0 112,508,186

0 0 0 0 112,508,186

0 0 0 0 76,073,468

0 0 0 0 76,073,468

0 0 79,000 0 593,644

0 0 0 0 512,859

0 0 79,000 0 80,785

0 0 80,186 0 189,176,484

7,189,700 10,669,800 0 0 206,130,771

0 0 0 0 33,801,950

0 0 0 0 92,809,371

0 0 0 0 5,465,200

0 0 0 0 5,300,000

0 0 0 0 2,400,000

0 0 0 0 6,870,000

0 0 0 0 4,380,000

0 0 0 0 2,370,000

0 0 0 0 2,350,000

0 0 0 0 15,965,000

0 0 0 0 966,410

0 0 0 0 22,000

0 0 0 0 5,523,000

0 0 0 0 440,660

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計
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実施事業等会計

公益事業 給付事業 厚生事業

その他 
科　　　目

カウンセリング事業 0 0 1,167,680

健康づくり補助金 0 0 0

自己実現支援補助金 0 0 0

人件費負担金 2,110,000 3,376,000 2,954,000

管理費 0 0 0

役員等報酬 0 0 0

会議費 0 0 0

旅費交通費 0 0 0

消耗品費 0 0 0

光熱水料費 0 0 0

賃借料 0 0 0

諸謝金 0 0 0

租税公課 0 0 0

支払負担金 0 0 0

支払手数料 0 0 0

委託費 0 0 0

人件費負担金 0 0 0

経常費用計 (2) 128,721,321 49,464,610 10,085,340

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 128,721,321 63,140,772 66,405,576

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 128,721,321 63,140,772 66,405,576

他会計振替額 △ 128,721,321 0 145,150,656

他事業振替額 0 7,189,700 10,669,800

当期一般正味財産増減額 0 55,951,072 △ 89,414,880

一般正味財産期首残高 0 324,891,170 850,899,383

一般正味財産期末残高 0 380,842,242 761,484,503
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掛金 負担金

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計

0 0 0 0 1,167,680

7,052,000 10,578,000 0 0 17,630,000

137,700 91,800 0 0 229,500

0 0 0 0 8,440,000

0 0 16,509,521 0 16,509,521

0 0 153,000 0 153,000

0 0 31,750 0 31,750

0 0 5,200 0 5,200

0 0 75,670 0 75,670

0 0 912,423 0 912,423

0 0 2,699,312 0 2,699,312

0 0 396,000 0 396,000

0 0 70,450 0 70,450

0 0 744,167 0 744,167

0 0 2,107,160 0 2,107,160

0 0 873,389 0 873,389

0 0 8,441,000 0 8,441,000

7,189,700 10,669,800 16,509,521 0 222,640,292

△ 7,189,700 △ 10,669,800 △ 16,429,335 0 △ 33,463,808

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 7,189,700 △ 10,669,800 △ 16,429,335 0 △ 33,463,808

0 0 △ 16,429,335 0 0

△ 7,189,700 △ 10,669,800 0 0 0

0 0 0 0 △ 33,463,808

0 0 0 0 1,175,790,553

0 0 0 0 1,142,326,745
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実施事業等会計

公益事業 給付事業 厚生事業

その他 
科　　　目

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ 正味財産期末残高 0 380,842,242 761,484,503
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掛金 負担金

法人会計
内部取引
消　　去

合　　計福利事業
 事業会計

0 0 0 0 0

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 20,000,000

0 0 20,000,000 0 1,162,326,745

23



１.継続組織の前提に関する注記

　　継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２.重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　満期保有有価証券・・・・・償却原価法(定額法)によっている。

　　その他の有価証券・・・・・該当なし。

（２）消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３.基本財産、特定資産及びその他固定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　定期預金 20,000,000 0 0 20,000,000

20,000,000 0 0 20,000,000

その他固定資産

　基金積立資産 863,567,774 650,001,785 763,569,559 750,000,000

　出資金 100,000 0 0 100,000

863,667,774 650,001,785 763,569,559 750,100,000

883,667,774 650,001,785 763,569,559 770,100,000

４.基本財産、特定資産及びその他固定資産の財源等の内訳

　　基本財産、特定資産及びその他固定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

　定期預金 20,000,000 20,000,000 0 0

20,000,000 20,000,000 0 0

その他固定資産

　基金積立資産 750,000,000 0 750,000,000 0

　出資金 100,000 0 100,000 0

750,100,000 0 750,100,000 0

770,100,000 20,000,000 750,100,000 0

５.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

帳簿価額 時価 評価損益

100,000,000 100,080,000 80,000

100,000,000 100,080,000 80,000

（うち負債に対
応する額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

財務諸表に対する注記

科　　目

小　　計

小　　計

合　　計

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

小　　計

小　　計

合　　計

合　　計

科　　目

兵庫県債
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６．その他

（１）金融商品に対する取組方針

　　本会は、公益目的事業の資金となる基金積立金を運用し、その運用益を事業等に充

　てるため、債権等によって資産運用を行う。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　　投資有価証券は、国債・地方債で、市場価格の変動リスクにさらされている。

（３）金融商品のリスクに係る管理体制

　　金融商品の取引は、本会の資産運用規定に基づき行う。また、リスクの管理は、発

　行体の状況を把握し理事会等に報告する。
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１.基本財産及び特定資産の明細

　財務諸表に対する注記４で記載しているので、省略する。

附属明細書
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（単位：円）

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

(流動資産)

現金預金 175,548,907

普通預金（掛金） 百五銀行県庁支店 掛金分を運転資金としている 81,312,130

普通預金（負担金）百五銀行県庁支店 負担金分を運転資金としている 94,236,777

譲渡性預金 百五銀行県庁支店 掛金分を運転資金としている 300,000,000

流動資産合計 475,548,907

(固定資産)

基本財産

定期預金 百五銀行県庁支店 法人会計の管理運営費としている 20,000,000

その他の固定資産

基金積立資産
実施事業等会計、その他事業会計、
法人会計の支払準備金としている

750,000,000

譲渡性預金 百五銀行県庁支店 650,000,000

投資有価証券 兵庫県債(平成27年度発行) 100,000,000

出資金 三重県勤労者福祉センター 100,000

固定資産合計 770,100,000

資産合計 1,245,648,907

(流動負債)

未払金 市町等 各給付金の未支給分等 83,322,162

流動負債合計 83,322,162

負債合計 83,322,162

正味財産合計 1,162,326,745

財 産 目 録

令和４年３月31日現在
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（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

1．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 5,000 1,186 3,814

基本財産受取利息 5,000 1,186 3,814

受取掛金 111,003,000 112,508,186 △ 1,505,186

受取会員掛金 111,003,000 112,508,186 △ 1,505,186

受取負担金 76,292,000 76,073,468 218,532

受取負担金 76,292,000 76,073,468 218,532

雑収益 550,000 593,644 △ 43,644

受取利息 540,000 512,859 27,141

雑収益 10,000 80,785 △ 70,785

経常収益計(1) 187,850,000 189,176,484 △ 1,326,484

(2)経常費用

事業費 332,518,000 206,130,771 126,387,229

地域振興助成金 90,000,000 33,801,950 56,198,050

防災支援助成金 90,000,000 92,809,371 △ 2,809,371

入院見舞金 10,498,000 5,465,200 5,032,800

結婚祝金 5,250,000 5,300,000 △ 50,000

銀婚祝金 3,240,000 2,400,000 840,000

出産祝金 6,750,000 6,870,000 △ 120,000

入学祝金 4,730,000 4,380,000 350,000

卒業祝金 2,520,000 2,370,000 150,000

弔慰金 3,020,000 2,350,000 670,000

活力づくり補助金 47,232,000 15,965,000 31,267,000

契約施設利用補助金 5,000,000 966,410 4,033,590

法律相談事業 121,000 22,000 99,000

職場研修助成金 11,508,000 5,523,000 5,985,000

メンタルヘルス事業 2,237,000 440,660 1,796,340

収支計算書（損益ベース）

令和３年４月１日から令和４年３月31日まで

科　　目 予算額 決算額 差　異
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科　　目 予算額 決算額 差　異

カウンセリング事業 2,297,000 1,167,680 1,129,320

健康づくり補助金 37,523,000 17,630,000 19,893,000

自己実現支援補助金 1,560,000 229,500 1,330,500

人件費負担金 9,032,000 8,440,000 592,000

管理費 22,938,000 16,509,521 6,428,479

役員等報酬 303,000 153,000 150,000

会議費 298,000 31,750 266,250

旅費交通費 399,000 5,200 393,800

通信運搬費 50,000 0 50,000

什器備品費 10,000 0 10,000

消耗品費 393,000 75,670 317,330

光熱水料費 914,000 912,423 1,577

賃借料 2,690,000 2,699,312 △ 9,312

諸謝金 720,000 396,000 324,000

租税公課 120,000 70,450 49,550

支払負担金 1,289,000 744,167 544,833

支払手数料 2,700,000 2,107,160 592,840

委託費 4,001,000 873,389 3,127,611

人件費負担金 9,031,000 8,441,000 590,000

雑費 20,000 0 20,000

経常費用計 (2) 355,456,000 222,640,292 132,815,708

当期経常増減額 (1)‐(2) △ 167,606,000 △ 33,463,808 △ 134,142,192

2．経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 167,606,000 △ 33,463,808 △ 134,142,192

一般正味財産期首残高 1,157,645,000 1,175,790,553 △ 18,145,553

一般正味財産期末残高 990,039,000 1,142,326,745 △ 152,287,745

29



科　　目 予算額 決算額 差　異

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 20,000,000 20,000,000 0

指定正味財産期末残高 20,000,000 20,000,000 0

Ⅲ 正味財産期末残高 1,010,039,000 1,162,326,745 △ 152,287,745
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【公益目的支出計画実施報告書の概要】

１．公益目的財産額　　　　　　　　　　 円 （ ）

２．当該事業年度の公益目的収支差額　 円 （ ）

（１）前事業年度末の公益目的収支差額 円 （ ）

（２）当該事業年度の公益目的支出の額　 円 （ ）

（３）当該事業年度の実施事業収入の額　 円 （ ）

３．当該事業年度末日の公益目的財産額 円 （ ）

４．２．の欄に記載した額が計画に記載した額と異なる場合、その概要及び理由

【公益目的支出計画の状況】

公益目的支出計画の実施期間 １０年間

公益目的支出計画の完了予定年度の末日　 令和５年３月３１日

円

182,230,000

1,750,202,198

0 円 0 円

円

円

円

132,635,249

568,970,121 110,132,198 円

128,721,321 182,230,000

（１）＋（２）－（３）

1,457,840,000

　地域振興助成金及び防災支援助成金は、助成団体及び助成金額の上限額を定め、事

業年度当初に助成を希望する会員団体を募集している。令和２年度以降、コロナ禍に

おける地域イベントの縮小開催や中止といった事態を考慮し、特例措置として地域振

興助成金と防災支援助成金の合計金額600万円を上限額に変更し助成したが、令和３年

度においても、19市町に加えて、厚生福祉分野の一部事務組合からの助成申請に留ま

り、計画額の70%程度の執行状況となった。

　令和４年度で公益目的支出計画（10年）の最終年度を迎えることもあり、これま

で、一部事務組合等に対し、地域に開かれた事業であれば共同処理する事務にかかる

事業であっても助成対象事業として認めることとして、事業年度当初の計画額を達成

するよう事業を実施してきた。しかしながら、本事業期間の執行状況等を精査する

中、全事業年度において公益目的支出の額が計画額の70％代で推移していることか

ら、公益目的支出計画の完了予定年月日（令和５年３月31日）での完了が困難と判断

するに至った。

　ついては、公益目的支出計画の完了予定年月日を４年間延長（令和９年３月３１

日）することについて、行政庁である三重県より変更の認可を受けるべく、令和４年

度上半期に申請ができるよう手続きを進めることとしている。

円△ 72,097,802

円

0

円 128,721,321

実施事業収入の額

円

公益目的財産残額 697,691,442 円 568,970,121 円

1,822,300,000

公益目的支出の額

前事業年度 当該事業年度 翌事業年度（計画）

公益目的収支差額 1,052,510,756 円 1,181,232,077 円

公益目的財産額 1,750,202,198 円 1,750,202,198

円

0 0 円

1,052,510,756 円

令和３年度公益目的支出計画実施報告書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

1,181,232,077 1,640,070,000 円

実　績 計　画

1,750,202,198 1,750,202,198 円
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一般財団法人 三重県市町職員互助会

　理事長　　西　　田　　　　健　　 様

　　　　　　　　　　　　　　

監　事　　橋　爪　政　吉　　㊞

監　事　　加　藤　　　隆　　㊞

　私たち監事は、当法人の令和３年４月１日から令和４年３月３１日までの令和３年度

に関する理事の職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について以下の

とおり報告いたします。

１　監査の方法及びその内容

　私たち監事は、理事及び事務局職員と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整

備に努めるとともに、理事会及びその他の重要な会議に出席し、理事及びその事務局職員

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、法人事業所において業務及び財産の状況並びに公益目的支出計画の実施の状

況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属

明細書について検討しました。

　さらに、当該事業年度に係る会計帳簿及びこれに関連する資料の調査を行い、計算書類

等（貸借対照表、正味財産増減計算書及びこれらの附属明細書並びに財産目録）並びに公

益目的支出計画実施報告書について検討いたしました。

２　監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

　　　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を正しく示

　　　　しているものと認めます。

　　　②　理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な

　　　　事実は認められません。

（２）計算関係書類の監査結果

　　　　　計算書類及びその附属明細書は、法人の財産及び損益（正味財産増減）の状況

　　　　をすべての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

（３）公益目的支出計画実施報告書の監査結果

　　　　　公益目的支出計画実施報告書は、法令及び定款に従い法人の公益目的支出計画

　　　　の実施の状況を正しく示しているものと認めます。

以上　

令和 ４ 年　５　月　１０　日

監　査　報　告　書

写
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